
尾花沢市会計年度任用職員申込書(兼)履歴書 

 

　　令和　　年　　月　　日 

　　　尾花沢市長　殿 

 

尾花沢市会計年度任用職員に下記のとおり申し込みます。 

※資格をお持ちの方は、免許等の写しを添付してください。 

 市 長 副 市 長 総務課長 課長補佐 職員係長 担 当 者
 

 ふ り が な 性　別 生 年 月 日 年　齢
 

氏 名 男・女 昭和･平成　　年　　月　　日

満 
 

歳 
(R7.4.1 現在)

 
住 所

〒　　　- 電話(自宅)

 電話(携帯)

 希望する職種（右欄から希望する職種を選び、第 1 希望から第 3 希望まで、それぞれ違う番号を記入してください。）
 

第１希望（　　　） 
 
第２希望（　　　） 
 
第３希望（　　　）

1-①.一般事務(市役所等)、1-②.一般事務(公民館)、2.保育士、 

3-①.看護師（中央診療所）、3-②.看護師(中央診療所/短時間)、 

4.准看護師(中央診療所/短時間)、5.看護助手(中央診療所)、6.介護認定調査員、 

7-①.調理師(保育所･小学校)、7-②.調理師(中央診療所)、8-①.調理員(小学校)、 

8—②.調理員(中央診療所)、9.業務員(小中学校）、10.工務作業員、11.牧夫、 

12.特別支援教育支援員、13.読書力向上推進員、14.学習支援員、15.部活動指導員

 

 
市役所での業務経験

□過去にある（通算経験年数　　　　　年） 

□はじめて（他官公庁での経験年数　　　　　年・官公庁名　　　　　　　　　　　）

 
交 通 の 手 段 □徒　歩　　□公共交通機関（□バス　□ＪＲ）　 □自転車　　□自家用車

 
健 康 状 態 □良　好　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 

家

族

の
状

況

氏名 性別 続柄 生年月日 職業（勤務先）

 （世帯主）
男・女 大 昭 平 令　　・　 ・

 男・女 大 昭 平 令　　・　 ・

 男・女 大 昭 平 令　　・　 ・

 男・女 大 昭 平 令　　・　 ・

 男・女 大 昭 平 令　　・　 ・

 男・女 大 昭 平 令　　・　 ・

 

就

学

の
状

況

学校・学部・学科名 就学期間 卒業の別

免
許
・資
格
等

取得年月日 免許・資格等の種類

 中学校 ・　～　・ 卒・中退 ・　 ・

 高等学校 ・　～　・ 卒・中退 ・　 ・

 ・　～　・ 卒・中退 ・　 ・

 ・　～　・ 卒・中退 ・　 ・

 ・　～　・ 卒・中退 ・　 ・

令 和 ７ 年 度受 付

 
写　真 
 
 

無帽で正面半身 
縦４㎝×横３㎝



◎就業の状況（経歴の新しい順に詳細に記入してください。） 

※民間事業所等への就業の他に市で勤務した職歴も記入してください。 

 

◎障害者手帳等の所持状況 

 

 

 

 
 

◎応募の動機又は尾花沢市のまちづくりについて、あなたの考え方をお聞かせください。 

 今回応募した動機又はあなたが任用された場合、職員としてどのように市政に参画したいかなど、簡潔に

お書きください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《この欄は必ず記入してください。》 

 
就業期間 「事業所名」及び「従事した仕事の内容」

 
・　 ・　　～　　・　 ・

 
・　 ・　　～　　・　 ・

 
・　 ・　　～　　・　 ・

 
・　 ・　　～　　・　 ・

 
・　 ・　　～　　・　 ・

 
・　 ・　　～　　・　 ・

 
・　 ・　　～　　・　 ・

 
・　 ・　　～　　・　 ・

 
・　 ・　　～　　・　 ・

 
・　 ・　　～　　・　 ・

 
・　 ・　　～　　・　 ・

 
所持状況(注)

 手 帳 等 □有　　　　□無

 障がい名

 等 級 級(程度)

 手帳名等

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)地方公共団体を含む事業主は、障害者の雇用の促進等に関す

る法律に基づき、一定割合の障がい者を雇用する義務が課されて

おり、毎年、障がい者の雇用状況を厚生労働大臣に報告すること

とされています。 
　障害者手帳等を所持している方で、その情報を下記≪利用目的

等≫のとおり利用することに同意いただける場合は記入をお願

いします。なお、記入があったことを理由として、職場において

不利益な取扱いを行うことは一切ありません。

≪利用目的等≫ 
　毎年 6月 1日における障がい者の雇用状況を厚生労働大臣に報告する必要があることから、調査を実施するにあ
たっての参考とすることを目的とします。なお、記入していただいた情報を、本人の同意無く、障害者雇用状況の
報告関係業務以外の利用目的のために用いることは一切ありません。


